
　新型コロナウイルスの感染拡大は、我が国に甚大な経済的・社会的影響をもたらし

ており、医療体制が逼迫し国及び地方独自の緊急事態宣言が発出される深刻な状況と

なっている。

　このような中で、医療提供体制の確保をはじめとした万全の感染防止対策はもとよ

り、新型コロナウイルスワクチン接種体制の構築が急務であるとともに、経済対策等

の強化、教育・子育てへの対応など、引き続き、国と地方が一体となり、状況に応じ

た対策を迅速かつ的確・強力に推進していく必要がある。

　また、新型コロナウイルスの感染拡大は、人口の密度の集中に伴うリスクやデジタ

ル技術の有用性を再認識させ、当該リスク等にも適応した新たな社会システムへの転

換に向けた取り組みも急務である。

　一方、国・地方ともに税収の大幅な減少が避けがたくなっており、地方財源を取り

巻く環境は極めて厳しいものになることが予想されている。

　こうした中で、町村の実情に応じた行政サービスを持続的に提供していくために

は、地方の安定的な財政運営に必要な地方交付税等の一般財源総額の充実確保が不可

欠である。

　よって、国においては、新型コロナウイルス感染防止と社会経済活動を両立させ、

安心安全な日常を一日も早く取り戻せるよう、万全な対策を講じることを強く要望

する。

　以上、決議する。
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